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 以下の○印の伸び率は、対計画の伸び率ですが、対実績でみますと、最大送出日量の平
均伸び率は106.1％、年間販売量の平均伸び率は105.3％となります。 

 前者の伸び率が後者を上回っている理由と根拠についてご指摘をいただいております。 

＜第18回料金審査専門会合資料5-1 ｐ3より抜粋＞ 

＜ご指摘事項 No.５＞ 
１．過去実績と異なって、原価算定期間において最大送出量の伸びが年間販売量の伸びを 
   上回っている理由とその根拠 



 この理由は、原価算定期間中に見込まれる、大口の新規需要が要因です。 

 当該新規の大口需要が、年度の途中から稼働開始すると想定しているために、販売量は年
間量ではない一方、最大送出日量は1日あたりの最大値となることから、販売量の平均伸び
率より最大送出日量の平均伸び率の方が高くなるものです。 

 当該新規の大口需要がその年度の4月から稼働開始すると仮定した場合、最大送出日量
の平均伸び率は106.1％、年間販売量の平均伸び率は107.1％となり、前者の方が下回
ります。 

H23～27平均 
（実績） 

H29～31平均 
（原価算定期間） 

（ご参考）H29～31平均 
（新規大口*を4月稼働とする） 

最大送出日量 
（伸び率） 

56.1百万ｍ3/日 59.5百万ｍ3/日 59.5百万ｍ3/日 

106.1％ 106.1％ 

年間販売量 
（伸び率） 

142.9億ｍ3/年 150.5億ｍ3/年 153.1億ｍ3/年 

105.3％ 107.1％ 

＊新規の大口需要：最大送出日量約5百万ｍ3/日、年間販売量約8億ｍ3(年度途中稼働)の想定 

3 １．過去実績と異なって、原価算定期間において最大送出量の伸びが年間販売量の伸びを 
   上回っている理由とその根拠 

＜ご指摘事項 No.５＞ 



 以下の○印の伸び率のうち、B.供給計画の伸び率は対計画のものですが、対実績でみます
と106.1％になります。 

 A.の伸び率110.3％と、B.の伸び率(対実績)106.1％を比べ、前者の方が高い理由につ
いてご指摘をいただいております。 

＜第18回料金審査専門会合資料5-1 ｐ3より抜粋＞ 

4 ＜ご指摘事項 No.６＞ 
２．供給計画の伸びに対して、事業者算定で使用している伸び率の方が高い理由① 



 この理由は、A.事業者算定使用値が、2月の最大送出日量の実績となっており、供給計画
に記載の実績値である年間最大値より平均で小さくなっていること、が要因です。 

 したがいまして、A.の伸び率110.3％は発射台の低いところからみた伸び率であり、B.の伸び
率106.1％よりも高くなっております。 

 算定の考え方としましては、以下にお示しします①÷②で係数を作成し、③に乗じることで原
価算定期間の最大時ガスを求めております。 

 ①÷②を2月の過去実績から求めております関係上、③÷②をしますと伸び率が大きく見えま
すが、供給計画に基づく最大送出日量を用いて原価算定期間の最大時ガスを求めているこ
とに変わりはございません。 

＜原価算定期間の最大時ガスを求める算定の考え方（当社）＞ 
 
①過去５年間（２月*）の最大時ガス平均 
--------------------------------------------  × ③原価算定期間の最大送出日量（供給計画） 
②過去５年間（２月*）の最大送出日量の平均 
 
 
 〈最大送出日量から最大時ガスを求める係数〉 

＊事業者算定において2月の実績値を用いた理由は、ピーク月の前提を2月と想定していることによります。供給計画
上の最大送出日量計画から原価算定期間中の最大時ガスを求めるとき、過去実績の最大時ガス÷最大送出日
量を係数として用いるため、2月どうしの最大時ガスと最大送出日量を用いることが整合的と考えたものです。 

5 
２．供給計画の伸びに対して、事業者算定で使用している伸び率の方が高い理由② 

＜ご指摘事項 No.６＞ 



 当社は、原価算定期間中の振替供給量を想定するにあたって、すでに自由化された領域
（大口）については直近の託送実績を適用。現行規制領域（小口）については全面自
由化後のスイッチ量を、市場調査等を踏まえて想定しています。 

 小口について、具体的には、首都圏在住の約３千名を対象とした「ガス自由化」に関するイ
ンターネット調査から、５％程度の価格差でＨ32年度に約１割のスイッチが起こるとの想定
を行い、その間に一定のペースでスイッチが進むと想定しました。 

 電気では、全面自由化後、8月末までの5か月間で、関東圏において3.8％のスイッチが起き
ており、都市ガスにおいても十分、想定したスイッチが起こり得ると考えております。 

＜インターネット調査（外部委託）の概要＞ 

「ガス自由化に向けた消費者意向調査」 ） 

①実施時期：H26年8月 

②対象：20～69才男女／東京、千葉、埼玉、神奈川居
住の東京ガスの都市ガス利用者 3,099名 

③調査結果【抜粋】：価格の変化率とスイッチ検討の関係 

選択肢ａ.～4％の価格差   →6.4％ 

     ｂ.5％以上の価格差  →18.3％ 

     ｃ.10％以上の価格差 →29.6％ 

⇒上記より5％の価格差で約1割のスイッチが起きると想定。 

（18.3％÷５＝3.6％、3.6％＋6.4％＝10.0％） 

⇒スイッチが起こる時期は、「しばらく様子をみてから」との回
答が半数以上であったことを踏まえて、H32年度と設定 

（ご参考）＜H28.10.18  

    第1回電力・ガス基本政策小委員会資料より＞ 

①H28.8月末時点での地域別の累積スイッチング実績 

＊新電力切替分 

  全国143.3万件、東京電力管内86.2万件 

（⇒スイッチ率は、それぞれ2.3％、3.8％とみられます） 

②H28.9月実施のWEBアンケートより、「電気の購入先
または電気料金プランを「年度内に変更したい」という層が
７％程度あり、引き続き一定の切替ポテンシャルが存在」 

新電力への切替状況からは、H32年度の約１割に向け
て、4年間に一定のペース(年当り2.5％)でスイッチが進む
とする想定は、十分蓋然性があるものと考えております。 

6 
３．その他：振替供給コスト算定にあたっての想定スイッチ量の考え方および算定方法について 
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＜Ｈ３２年度に１割程度のスイッチが起こると想定した原価算定期間のスイッチ量（小口）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜想定スイッチ量と振替供給コミット（再掲）＞ 

 

 

 

 

 

 

  Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 

家庭用 0.9 1.6 2.3 3.0 家庭用販売量： 
約30億ｍ3/年の１割 

業務用 0.3 0.4 0.5 0.5 供給約款販売量： 
約5億ｍ3/年の1割 

小口合計 1.2 2.0 2.8 3.5 
H28供給計画上のＨ32年度販売
量：149億ｍ3（大口含む）の 
2.3％に相当 

（億ｍ3、45MJ） 

申請原価においては、Ｈ31年度の想定スイッチ量のうち振替分を、原価算定期間となる×３年分として算定。 

Ｈ２９年度    Ｈ３０年度    Ｈ３１年度 

スイッチ量 
のうち振替 

スイッチ量 
のうち振替 

スイッチ量 
のうち振替 振替供給能力のコミット 

○既存事業者から新規参入者への需要のスイッチは、H29
年度の全面自由化以降、徐々に増えていくと想定 

○導管事業者としては、原価算定期間中の新規参入者に
かかる振替供給に、的確に対応するため、想定した振替
量を義務量として確保する責任があると考えております 

○振替義務量を確実に確保するための方法として、あらかじ
め、最終年度の振替量を3年間ガードする一方、振替供
給コストも最終年度の3年分を原価計上しました 

３．その他：振替供給コスト算定にあたっての想定スイッチ量の考え方および算定方法について 
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４－１．高経年設備等の投資額の推移 

（億円） ＜ 高経年対策等の投資額の内訳推移 ＞ 

高経年対策・地震防災対策に区分けが不可能な
期間のため、H24年度以降との比較が不能な期間 

 高経年設備等の投資額の推移は以下の通りです。ねずみ鋳鉄管や経年劣化支管をはじめと
する各設備の対策計画に基づき設備改修を実施していきます。 

 投資額については、原価算定期間は３年平均で235億円、原価算定期間以降のH32～
H34では３年平均で240億円となっております。 

原価算定期間 

＜全地区＞ 

東日本 
大震災 

◆資源エネルギー庁が、今後必要とされる
保安対策の方向性を示したガス安全高度
化計画を策定。 
◆ガス安全高度化計画に則った「2020ビ
ジョン」を策定し、保安対策の加速を計画。 

北見市 
ガス漏れ事故 

2020 
ビジョン 

H32～34期間 

＜ご指摘事項 No.９＞ 8 



【参考】高経年設備の概要 

 高経年設備は、高中低圧ネットワーク上に存在しており、ガス安全高度化計画や設備ごとの
劣化状況等に基づき計画的に対策を進めています。 

中圧導管 

低圧導管 

高圧導管 

基地（製造） 

大口径鋳鉄製バルブ 

バルブ駆動機 
（高圧・中圧） 

ガバナステーション 

ねずみ鋳鉄管 
経年劣化支管 

■ねずみ鋳鉄管 

■経年劣化支管 

メインバルブ 

中圧架管 レイノルドガバナ 

防食設備 

第17回料金審査専門会合 
資料6-1再掲 

9 



４ー２ ．高経年対策の分類 

＜ご指摘事項 No.11＞ 

設備 更新の方法 更新の判断基準 

ねずみ鋳鉄管 ねずみ鋳鉄管からポリエチレン管に更新 全量対策 

経年劣化支管 アスファルトジュート巻管等からポリエチレン管に更新 全量対策 

大口径鋳鉄製バルブ 鋳鉄製バルブから鋼製バルブに更新 全量対策 

レイノルドガバナ 旧型ガバナから新型ガバナに更新 点検結果 

中圧架管 アスファルトジュート被覆管からポリエチレン被覆管に更新 点検結果 

設備 更新の方法 更新の判断基準 

高圧設備＊1 同機能の最新設備に更新 点検結果 

防食設備 同機能の最新設備に更新 点検結果 

バルブ駆動機 同機能の最新設備に更新 全量対策＊2 

② 基本的に同機能の設備に更新を行うもの 

① 更新によって、抜本的な性能向上・高機能化が図られるもの 

 ねずみ鋳鉄管、経年劣化支管、大口径鋳鉄製バルブ、レイノルドガバナ、中圧架管、及び地震防災対

策の低品質溶接鋼管は、腐食性・耐震性等に優れる高性能設備に取替えを行います。 

 高圧設備＊1、防食設備、バルブ駆動機は、同機能の最新設備に更新します。 

設備 更新の方法 更新の判断基準 

低品質溶接鋼管 アスファルトジュート被覆管からポリエチレン被覆管に更新 全量対策＊３ 

（参考：地震防災対策）更新によって、抜本的な性能向上・高機能化が図られるもの 

＊３：地震時に被害を受ける可能性があると評価された箇所のみ対策 

＊１：ガバナステーション複数設備、メインバルブ 

＊２：H34年にメーカー保守が終了するバルブ駆動機のみ対策 

＊１：ガバナステーション複数設備、メインバルブ 

10 



５．ねずみ鋳鉄管対策（低圧） 

 当社のねずみ鋳鉄管対策は、比較的高いリスクを有する要対策導管の対策を推進しH27
年度に対策完了しました。現在は、維持管理導管のH37年度対策完了に向け、対策を加
速しています。 

 北見市ガス事故を受け、要対策導管の対策完了年限を５年前倒し、また、ガス安全高度
化計画の対策完了年限の前倒し目標化等により、維持管理導管対策をH25年度から段
階的に加速する計画としています。 

＜ご指摘事項 No.10＞ 

0

50

100

150

200

250

対
策
物
量
（

k
m
）

要対策導管

維持管理導管

要対策導管対策 

＜全社地区＞ 

更新数量の推移 （km） 

維持管理 
加速 

対策加速の変遷 

北見市ガス事故を受けた要対策導管対策の加速 

H19末時点 残存物量 対策年限 ベース対策量 

加速前 1014km H32年 100km/年 

加速後 1062km H27年 150km/年 

北見市 
ガス漏れ事故 

ガス安全高度化計画を受けた維持管理導管対策の加速 

H27末時点 残存物量 対策年限 ベース対策量 

加速前 2064km H41年 180km/年 

加速後 2064km H37年 230km/年 

対策量の増加※ 完了年前倒し 

完了年前倒し 

※北見市ガス事故に類似する埋設環境のもの48kmを要対策導管に追加 

維持管理導管対策 

ガス安全高度化計画
対策完了年設定 

対
策
物
量

 

要対策 
加速 

11 



【参考】ねずみ鋳鉄管対策の変遷 

＜ご指摘事項 No.10＞ 

 ねずみ鋳鉄管対策の対策物量は、対策完了年限の前倒しに合わせて、増加させてきました。 

300 
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H18 H37 H32 H21 H27 
北見市ガス事故 

H19.1.19 
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維持管理導管 

200 
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400 
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対
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量

 

対策物量 

H41 H39 

北見市ガス事故 
前倒し 

【前倒しの変遷】 
要対策導管：H32年度 → H27年度 
維持管理導管：H41年度頃 → H39年度頃 → H37年度 

北見市ガス事故 
前倒し 

当社2020ビジョンで加速 
翌年度更に完了年前倒し※ 

※ガス安全高度化計画見直し案（H28年3月）にて目標化 

過去から継続的に対策を 
加速・推進 

12 



【参考】ねずみ鋳鉄管対策物量増への対応① 

難
易
度 

高 

低 

小 大 体制・装備 

PE管新設工事 
（主に50～100mm） 

経年劣化支管取替え工事 
（主に50mm） 

ねずみ鋳鉄管取替え工事※ 

（主に100mm～300mm） 
難施工取替え工事 

支管と比較し口径が大きいため配管作業の難易度上昇 
（ガス管切断時間長、ガス管重量大） 

ガスの供給を継続して工事を実施 

都心繁華街地区での施工制約 
(施工時間の制限・夜間工事の増加・ 
他埋設物の輻輳） 

取替え工事についての工事計画
策定能力の向上 

 拡充新設工事と比較して取替え工事は工事難易度が高いため、施工班の配管技能の向上（ガス供給を継

続しての工事、大口径への対応等）や重機や配管工具の増強等を行い施工能力を向上させています。 

 そのため、当社の拡充新設工事を主に行っている施工班については、難易度の高い取替え工事がで

きるように段階的に育成しています。地方都市ガスからの導入施工班については、拡充新設工事の施

工を主に行っています。 

口径アップによる作業スキルの向上 
重機等の装備の拡充 

※写真上段600mm、下段100mm 

13 



【参考】ねずみ鋳鉄管対策物量増への対応② 

配管工具の増強 

新設工事の配管工
具の一例 

経年劣化支管取
替え工事の配管工
具の一例 

ねずみ鋳鉄管取替
え工事の配管工具
の一例 

配管技能の向上 

取替え工事 
の育成 

工事会社ごとに、随時各施工班に対して、取替え工事を
出来るよう育成を実施しています。 

14 



【要対策導管】 
 H27年度の対策完了に向け、北見市ガス事故以降段階的に対策を加速 
 ※国の対策目標：上記事故を契機にH27年度に５年前倒し（事故以前はH32年度対策完了） 
【維持管理導管】 
 H37年度の対策完了に向け、要対策導管の完了目途がたったH27年度から本格的に対策を加速 
 ※国の対策目標：H10ガス安全高度化では2030～2040年頃の完了。H28年度にH37年度完了を明確化 
 ※当社の目標：従来は2030～2040年頃の対策完了で計画、H24年度にH39年度頃の対策完了へ 
   計画を加速、H25年度からH37年度対策完了を目指し更に対策を加速 

【参考】 ねずみ鋳鉄管対策の変遷 

～H18年度 

年度 
要対策導管 維持管理導管 

・ ガス安全高度化検討会報告書(H10年３月)※１に基づき対策を実施 
・ 要対策導管については、2020年頃には概ね完了 
・ 維持管理導管については、リスクを監視しつつ対策を実施し、2030～2040年頃の対策完了で計画 

H19年度 

H24年度 

・ 北見市ガス事故を受け対策完了年度
をH32年度からH27年度に前倒し 

H25年度 

H28年度～ 対策完了 

対策の考え方 

・ ガス安全高度化計画（ H２３年5月）※１

の中で完了年度が目標化され、当社として対
策物量を段階的に増加し、H27年度末完了に
向けて対策を推進 

・ 当社2020ビジョンの中で、2020年代半ば
（H39年度頃）までの完了に向けて計画 

・社内目標として、H37年度に完了する計画へ
前倒し 

・ ガス安全高度化計画見直し案（H28年3月） 
にて、H37年度対策完了が目標化 

※１：別添１参照 

・社内目標として、2020年代までの完了に向け
て計画 

15 



【ガス安全高度化検討会報告書

（H10年３月）P.34（抜粋）】 

別添２．経年導管対策の進捗の

見込み 

（４）以上の結果、要対策経年

導管への対策については、2020

年頃には概ね完了している ことが

見込まれる。 

 

【ガス安全高度化計画（H23年
５月）P.86（抜粋）】 
参考資料３－２．経年管対策の
取組状況 
（１）「本支管維持管理対策ガイドライン」に基づき、

対策の優先順位が高い要対策導管については、（中

略）。４大事業者は2015年度、その他の一般事業者

は可能な限り2020年度の目標に対して2015年度まで

の前倒し完了を目指して、対策を推進している。また、要

対策導管に比して優先順位の低い維持管理導管につ

いては、（中略）2030年度頃には概ね対策が完了と

なることが予想される。 

【参考】 ガス安全高度化検討会報告書・ガス安全高度化計画書（抜粋） 
16 



【参考】 ねずみ鋳鉄管対策の変遷 

H9 H19 ・・・ H24 H25 H26 H27 H28 ・・・ H32 ・・・ H37 ・・・ H39 ・・・ H41 ・・・ 

～ 
H18 
年度 

H19 
年度 

H24 
年度 

H25 
年度 

H28 
年度 
～ 

北見の事故を受けてH27年度完了に前倒し 

リスクを監視しつつ対策を実施し、概ね2030年～2040年頃完了で計画 

H37年度に完了する計画へ前倒し 

北見の事故を受けて2020年代完了に前倒し 

⑤ガス安全高度化計画見直し案（H28/3） 

・ 維持管理導管…H37年度完了目標化 

ガス安全高度化検討会報告書に基づき対策を実施 対策完了目標 

ガス安全高度化検討会報告書（H10/3）・ 要対策導管…H32年頃には概ね完了 
対策完了目標 

     ：要対策導管 

      ：維持管理導管 

           ：前倒し分 

当社2020ビジョンの中で、維持管理導管は2020年代半ば（H39年度頃）までの完了に向けて計画 

当社2020ビジョンの中で2020年代半ば（H39年度頃）までの完了に向けて計画 

社内目標として、維持管理導管はH37年度に完了する計画へ前倒し 

北見市ガス漏れ事故報告書（H19/5）・ 要対策導管…H32→27年度完了に前倒し 

完了年の前倒し・対策物量の増加 

完了年の前倒し・対策物量の増加 

17 



【参考】 取替え工事のイメージ図 

※PE管新設工事：既設管の末端からPE管埋設工事完了後に、既設管との連絡結びを行うのみの工事 

取替え工事 概要 

18 



６．経年劣化支管対策（低圧） 

＜ご指摘事項 No.10＞ 

 経年劣化支管対策は、腐食漏えい発生件数の低減、及び耐震化率の向上を目指して進
めてきました。 

 腐食漏えい対策として従来延長の３割増＊1を計画したことに加え、耐震化率向上につい
ても、目標の前倒し＊2を達成するため、H28年度より147kmベースで対策しています。 

 

耐震化率目標の変遷 更新数量の推移 

対策期間 耐震化目標の考え方 対策量 

H19～H27 当初目標85% 目標達成 

H28～H37 ガス安全高度化目標90% 147km/年 

目標値 設定年 国・業界目標年 当社目標年 

85% H18 H27※1 ― 

90% 

H20 H42※2 ― 

H24 ― H39※4 

H25 ― H37 

H26 H37※3 ― 

目標前倒し 

※1 中央防災会議：H18年４月 
※2 日本ガス協会GasVision2030：H20年４月 
※3 第3回ガス安全小委員会：H26年２月 
※4 当社2020ビジョン 

当社対策量の推移 

約86%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

50

100

150

200

250

＜全社地区＞ 

（km） （耐震化率） 

耐震化率 

対策量3割増・ 
耐震化率目標の前倒し 

147 km/年 

ガス安全高度化計画
耐震化目標設定 

＊2（業界目標：90%＠H42年度→ガス安全高度化目標：90%@H37年度） ＊1（H25年11月プレス発表） 

対
策
物
量
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【参考】経年劣化支管対策の変遷 

電防未実施管 

電防済み管 

東日本大震災 
H23.3.11 

H22 H27 H39 H42 

※ガス安全高度化計画見直し案（H26年2月）にて目標化 

（km） 

残
存
物
量

 

（km） 

対
策
物
量

 

H18 H61 H37 

6,000 

5,000 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

0 

200 

150 

100 

50 

0 

H51 

耐震化率90% 

JGA GasVision 

当社耐震化率 

H27年度86% 

耐震化率90% 

社内目標として設定※ 

＜ご指摘事項 No.10＞ 

対策物量3割増 

当社2020ビジョン 
による加速 

当社2020ビジョン 
による加速 

147kmベース 
による加速 

147kmベース 
による加速 

【耐震化率目標の変遷】 

耐震化率90％：H42年度 → H39年度 → H37年度 

耐震化率90% 

当社2020ビジョン 

対策物量 
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【参考】 経年劣化支管対策の変遷 

年度 対策の考え方 

H24年度 
・腐食漏えい対策として優先順位付けを行い、対策を実施 

・当社2020ビジョンの中で、2020年代半ば（H39年度頃）耐震化率90％達成を設定 

H25年度～ 

・対策物量３割増で対策を加速 

・社内目標として、H37年度耐震化率90％を設定 

・Ｈ26年２月のガス安全高度化計画の見直し案において、H37年度耐震化率90％を目標化 

～H19年度 

・腐食漏えい対策として優先順位付けを行い、漏えい発生数を維持・低減するために対策を実施 

・H18年4月の中央防災会議（首都直下地震の地震防災戦略）において、H27年度耐震化率 

 85%が目標化 

H20年度 
・H20年4月の（社）日本ガス協会GasVision2030において、業界目標としてH42年時点 

  耐震化率90％を設定 

【耐震化率】 
 低圧本支管の耐震化率の目標は、H20年以降段階的に加速 
 ※国の達成目標：H18年４月中央防災会議でH27年度耐震化率85%、H26年２月ガス安全高 
   度化計画見直し案でH37年度耐震化率90% 
 ※業界の達成目標：H20年４月日本ガス協会GasVison2030でH42年時点耐震化率90% 
 ※当社の目標：従来はH27年度耐震化率85%。H24年度にH39年度頃耐震化率90％、H25年度 
   にH37年度耐震化率90%に前倒し 
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H18 ・・・ H20 ・・・ H24 H25 ・・・ H27 H37 ・・・ H39 ・・・ H42 ・・・ 

～ 
H19 
年度 

H20 
年度 

H24 
年度 

H25 
年度 
～ 

【参考】 経年劣化支管対策の変遷 

首都直下地震の地震防災戦略＜中央防災会議＞（H18/4） 

・ H27年度耐震化率85%を目標化 

（社）日本ガス協会GasVision2030 （H20/4） 

・ H42年度耐震化率90%を設定 

社内目標として、H37年度耐震化率90％を設定 

  ガス安全高度化計画見直し案（H28/3）  ・ H37年度耐震化率90％を目標化 

当社2020ビジョンの中で、2020年代半ば（H39年度頃）耐震化率90％を設定 

 

・ 腐食漏えい対策として優先順位付けを行い、対策を実施 
・ 当社2020ビジョンの中で、2020年代半ば（H39年度頃）耐震化率90％を設定 
 

H27年度末当社耐震化率86% 

耐震化率85%目標 

耐震化率90%目標 

耐震化率90%目標 
・ 対策物量３割増で対策を加速 
・ 社内目標として、H37年度耐震化率90％を設定 
・ Ｈ26年２月のガス安全高度化計画の見直し案において、H37年度耐震化率90％を目標化 

・ H20年4月の（社）日本ガス協会GasVision2030において、業界目標としてH42年時点耐震化率90％を設定 

耐震化率 
90%目標 

・ 腐食漏えい対策として優先順位付けを行い、漏えい発生数を維持・低減するために対策を実施 
・ H18年4月の中央防災会議（首都直下地震の地震防災戦略）において、H27年度耐震化率85%を目標化 

前倒し 

前倒し 
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７ー１ ．ガバナステーション複数同時更新：不具合事例 

 ガバナの可動部の摩耗や、バルブのシール部リング(ゴム製)からの漏えい等の不具合の発生頻
度がここ数年で高まってきたため、設備更新の必要性について個別に判断して対策を計画して
います。 

漏えい（バルブ） 

漏えい（ガバナ） 漏えい（ガバナ） 

耐火材劣化(ヒーター) 

伝熱管劣化(ヒーター) 

＜ご指摘事項 No.10＞ 23 



断線イメージ図 

断線事象の確認 

７ー２ ．防食設備：不具合事例 

＜ご指摘事項 No.10＞ 

 電極が残2本→残1本となった現象を接地抵抗の変化でとらえたものです。精密点検にて半年
に1回、電極の接地抵抗を現地で計測しており、断線を確認します。 

 本データは遠隔監視装置によるもので、接地抵抗の変化が残1本になったことを示しており、遠
隔監視によるデータだけでの断線の判断は難しいため、定期点検等での現地確認の結果を基
に断線を判断します。 

：抵抗値 
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【参考】 北見市ガス事故事例 

【発生日時】 

 H19年1月19日（通報日時） 

【被害状況】 

 死者3名、負傷者11名（ＣＯ中毒症状） 

 避難  最大178名(77世帯) 

【事故概要】 

 ねずみ鋳鉄管が全周にわたり亀裂折損 

  ⇒ＣＯを含むガスが漏洩、屋内流入 

 

 北見市でのガス事故は、地盤が緩い部分と硬い部分が混在する部分で交通振動等の影響
で不同沈下が加速し、ねずみ鋳鉄管が亀裂折損したことにより発生しました。 

 本事故を契機に、要対策導管についてはH32年度対策完了からH27年度対策完了に５
年前倒し、維持管理導管については、2020年代までの完了に向けて対策することとしました。 
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【参考：地震防災対策】 低品質溶接鋼管対策（中圧） 

区分 溶接イメージ 
地震時 
漏洩リスク 

現状 

非裏波
溶接 

高 
対策 
完了 

低品質
溶接 

中 
対策 
継続中 

裏波 
溶接 

ー 
対策 
不要 0

2

4

6

8

10

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

 阪神・淡路大震災等で被害が発生している中圧導管の非裏波溶接接合鋼管（昭和37
年以前に敷設）については、対策が完了しております。 

 2007年の中越沖地震で、溶着金属の溶け込みが十分でない低品質溶接鋼管（当社で
は昭和38～昭和50年に敷設）についても被害が発生したことから、地震時に漏えいが発
生する可能性が高い箇所を抽出し、入取替等の対策を推進しております。 

低品質溶接鋼管の対策延長の推移 

（km） 

溶け込み 

不良 

裏波無し 
対策完了 
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 従来より、ガバナ、ヒーター、バルブ（バルブ駆動機）など多数の設備から構成されるガバナステーション（以下、

GS）のうち、高圧幹線導入初期に建設したGSの複数の設備で、経年による課題が顕在化していることから、対

策を実施するものです。 

 当社で最も古いS40年代前半に建設した根岸幹線の12箇所のGSは、同幹線の中圧化に伴い、H27年度ま

でに対策を完了しています（廃止）。今回の計画は、根岸幹線の12GSに引き続き、S40年代後半～

S50年代前半に建設したGSの対策を実施するものです。 

 具体的には、供給上の重要性や不具合頻度等に基づき、GSごとに設備の「個別更新」と「同時更新」を

検討し、「同時更新」が効率的な7箇所のGSを対象として更新を実施するものです。 

【参考】 ガバナステーション複数設備同時更新（高圧） 

更新数量（対策数量）の推移 

※工事が複数年度に亘る場合は各年度に計上 

 ■複数設備同時更新予定箇所:4箇所更新 
 ■複数設備同時更新予定箇所(申請原価外):3箇所更新 
 ■根岸幹線中圧化に伴う廃止ステーション 

経年分布（H27年度末） 
（箇所） 

ガバナステーション：63箇所※ 
※根岸幹線のGSを除く箇所数 

■複数設備同時更新予定箇所 
■複数設備同時更新予定箇所(申請原価外) 
■根岸幹線中圧化に伴う廃止ステーション 
■複数設備同時更新対象外 

根岸のGSは 
対策完了 

（箇所） 

第17回料金審査専門会合 
資料6-1再掲 
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１箇所あたりのトラブル件数（設置年別）

※22年間（平成６年～27年）に発生したトラブル件数を集計 
※ステーション設置年ごとに１箇所あたりの平均件数を表示 

（件/箇所） 

【参考】 ガバナステーション複数設備同時更新（高圧） 

 高圧幹線導入初期のS40年代後半～S50年代前半に建設されたガバナステーション（以下、GS）では

それより新しい時代のGSと比較して、多くのトラブルが発生しています。 

S40年代後半～S50年代前半のGS 

第17回料金審査専門会合 
資料6-1再掲 
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【参考】 防食設備の更新（中圧） 

 外部電源設備は、定期点検結果等を通じて得られた情報をもとに、電極不具合や稼働状況

等から故障スコアを設定し、優先順位付けを行い計画的に対策を実施しています。 

 強制排流器は、通電電流が大きく、かつ設置から25年以上経過しているものの中から優先順

位をつけて計画的に対策を実施しています。 

 防食設備（外部電源装置・強制排流器）は、H24年からH27年の対策実施状況から、年

間９基程度の対策を行っています。 

更新数量の推移 
（基） 

※定期点検結果に 
  基づき毎年見直し 

外電故障スコア分布 

地先都合により施工できず（強制排流器） 

強制排流器電流値分布図 

（基） 
更新対象 333基 
更新数量 8基/年 

更新対象 11基 
更新数量 1基/年 

（A） （29基） 

（11基） 外部電源設備 ８基/年 

強制排流器 １基/年 

第17回料金審査専門会合 
資料6-1再掲 
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優先対策 計画取替 計画取替（予定） 
●H22.2.10 大口径鋳鉄製バルブ
（500A）亀裂漏えい 

原因究明と 
対策検討 

フランジ漏えい履歴のあ
るバルブの優先対策 

【参考】大口径鋳鉄製バルブ 対策の経緯 

原因究明と 
対策検討 

各基の状況
把握、管理、
応急対策 

非破壊試験による
表面亀裂の有無
の調査（減圧可
バルブ） 

定期的なひずみ測定による発生応力進行度の管理 

非破壊試験不可
バルブ及び非破
壊試験結果に基
づく応急修理工法
の検討・実施 

取替対策 
優先順位に基づく取替の
加速 
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